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平成 31 年 1 月 24 日 

 爆発物検知システム実証実験評価会 

 

爆発物等検知システム実証実験検証結果の総評 

 

１．実証実験の背景 

欧米諸国等において発生している最近のテロでは、公共交通機関等のいわゆるソフトターゲットが標的

となる傾向にあることを踏まえ、政府においては、効果的な装備資機材の導入等により、警戒を強化する

ことをテロ対策の一つに掲げ、強力に推進しています。 

国土交通省は、「テロに強い空港」を目指し、空港におけるソフトターゲットに対するテロの未然防止に

向け、空港ターミナルビル一般区域の警戒強化を目指し、爆発物等検知システムによる実証実験を行いま

した。 

 

２．実証実験の目的 

爆発物等検知システムによる実証実験は、その導入効果を検証及び評価することにより空港ターミナル

ビルへの爆発物等検知システムの導入促進を図ることを目的に実施しました。 

 

３．実証実験の概要 

実証実験は、平成 30 年 10 月 22 日より 10 月 26 日の間で、東京国際空港国際線旅客ターミナルビルの一

般区域において、共同事業者を含む 3事業者により実施しました。 

実験の方法としては、爆発物や銃火器、有毒ガスの検知が可能なシステム及びこれに連動する簡易的な

カメラシステムを、各々国際線ターミナルビル一般区域に設置し、これらを一般のお客様にご利用いただ

くことに加えて、参加事業者による模擬行動を行いました。実験後の平成 30 年 12 月 20 日には、それぞれ

の事業者により検証結果を報告して頂きました。 

 

４．参加事業者 (五十音順) 

株式会社エージ-ピー/ナスクインターナショナル株式会社/日本信号株式会社/日本電気株式会社(4 社共同事業者)、 

日本エム・ケー・エス株式会社、株式会社日立製作所 

 

５．実証実験検証結果の総評 

空港ターミナルビルの一般区域における警戒強化にあたっては、来訪者の流動性や利便性の低下を最小

限に抑えつつ、爆発物等を検知し、テロの未然防止に効果があるシステムが求められています。 

今回の実証実験により、参加した各事業者のシステムについて、爆発物等を検知する機能を有している

ことが確認できました。ただし、テロの未然防止に効果を発揮するような導入・運用を行うためには、空

港ターミナルビルの特性に合わせた工夫が必要であることも明らかになりました。 

また、参加した事業者においては、実際の空港ターミナルビルで実験的にシステムを稼働させたことに

より、空港ターミナルビル一般区域の特性などが把握できたことから、今後のさらなる性能向上に寄与す

るものと考えます。 

本実証実験で得られた検証結果については、同システムの導入促進のため、今後有効に活用されること

を期待しています。 
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